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施設整備の理念・基本方針 
 

施設整備の理念・基本方針は、以下のとおりと考えています。技術支援会議からのご意見も踏まえ、

決定していきます。 

 
理念１：環境保全に配慮し地球温暖化対策に貢献する施設 

近年の廃棄物処理施設は、施設を構成する機器・環境保全技術の発展により、排ガス、排水、悪臭、

騒音、振動等による環境影響を小さく抑えることが可能となっています。また、省エネルギーや高効率

発電等、二酸化炭素排出抑制に貢献する技術の開発も進んできています。新施設は、ダイオキシン類等

をはじめとする有害物質の環境負荷を低減することが可能な施設とするとともに、廃棄物エネルギー利

活用技術や省エネルギー技術を積極的に採用し、地球温暖化対策に貢献することが可能な施設とします。 

＜基本方針＞ 

 環境保全に係る自主基準は、法規制基準よりも厳しいものとします。 

 地球温暖化対策に貢献するため、施設の省エネルギー化、高効率発電技術等の導入等を行い、二

酸化炭素排出量を削減します。 

 ごみ減量や地球温暖化対策等の情報提供や環境教育に関する設備を導入します。 

 

理念２：安全・安心・安定的な処理が確保できる施設 

新施設は、本市から排出されるごみ処理の全てを担う施設となります。よって施設の不具合等により

ごみ処理に支障が生じれば、本市における生活環境および公衆衛生に重大な影響を及ぼします。新施設

は施設でのトラブルをできるだけ少なくし、ごみを滞ることなく安定して処理できる施設とします。 

＜基本方針＞ 

 ごみ量・質による変動にも対応でき、長期間にわたり安定した稼働を持続的に行うことができる

技術を導入します。 

 事故が発生しないよう安全性を重視した設計を行うなど万全の対策を講じます。 

 施設の建設および運転にあたっては、市民の安心を確保するため、情報公開を行います。 

 

理念３：災害廃棄物処理への対応ができる施設 

東日本大震災の経験を踏まえ、今後東海・東南海・南海地震の発生に備え、環境省では災害廃棄物対

策指針が策定されました。廃棄物処理施設整備に対する交付金制度では、災害廃棄物処理計画の策定や、

災害廃棄物受け入れに必要な設備を備えていることが、交付要件として採用されています。新施設は災

害時にもできる限り安定運転が可能とし、災害廃棄物処理および災害時のエネルギー供給等の拠点と成

り得る、必要な設備を備える施設とします。 

＜基本方針＞ 

 災害時に、平常時のごみに加えて災害廃棄物に対応できる処理能力を備えた設備を導入します。 

 平常時に排出されるごみとは性状が異なる災害廃棄物への対応が可能な処理技術を備えます。 

 地震により稼働不能とならないよう、耐震化や機器配置上の対策等を講じた、災害に強い施設と

します。 
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理念４：経済性に優れた施設 

ごみ処理施設は，市民や国民の税金により建設・運営されるものです。そのため、建設費だけでなく、

施設を適正に維持管理しつつ維持管理費および補修費を抑えることによりライフサイクルコストを適

正化するとともに、費用対効果についても十分考慮し、経済性に優れた施設とします。 

＜基本方針＞ 

 施設の計画、設計及び建設から運営、維持管理及び改修までを含めたライフサイクルコストの適

正化を図ります。 

 将来の改修等を考慮した動線計画や作業スペースを確保し、その際のコストを最小限にできる施

設とします。 

 市の財政負担を軽減するために、環境省の交付金制度を活用できる施設とします。 
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